
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人日本貿易振興機構（法人番号2010405003693） の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

S評価 200/100

A評価 150/100

B評価 100/100

C評価 50/100

D評価 0/100

理事長
　役員報酬支給基準は、基本俸給、通勤手当、賞与、業績給から構成されてお
り、役員報酬規程に則り、以下のとおり算出している。
　・基本俸給は月例支給額（1,141,000円）に地域付加額（228,200円）と業務調整
手当（51,800円）を加算して得た額としている。
　・賞与は、（月例支給額＋地域付加額）×100分の167に、6月に支給する場合に
おいて100分の50、12月に支給する場合において100分の50を乗じ、さらに基準
日以前6カ月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　・業績給は、月例支給額に100分の286を乗じて得た額に、経済産業大臣の評価
結果（上記②参照）に則した割合を乗じて得た額としている。在職期間に基づき日
割り計算をする際は、業績給の額を365で除した額を１日分としている。
　なお、令和7年度は、人事院勧告において国家公務員指定職の期末・勤勉手当
を増改定および業務の特殊性・困難性の高まりから本府省業務調整手当を支給
する勧告がなされたことを踏まえ、賞与における係数を100分の164から100分の
167へ、業績給における係数を100分の283から100分の286へ変更および職務の
特殊性から業務調整手当を基本俸給に加算した。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　　当機構は対日直接投資やスタートアップの海外展開等を通じたイノベーション創出支援
や、農林水産物・食品の輸出促進、中堅・中小企業等の海外展開支援に取り組むとともに、調
査や研究を通じ我が国企業活動や通商政策に貢献することが求められる。役員には国際機関
や国内外要人との会談・折衝のために必要な知識と経験、語学力や交渉力等の資質、通商政
策や国内外情勢への精通等が不可欠である。
　　報酬の支給水準の設定にあたっては、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平
成25年12月24日閣議決定）を踏まえ、当機構の職務の特性や国家公務員等の報酬・給与を
勘案している。
　　なお、独立行政法人日本貿易振興機構役員報酬規程（以下「役員報酬規程」という）にお
いて、令和７年度の本俸月額は理事長1,141,000円、副理事長983,000円、理事848,000円、監
事769,000円と定めている。

  ② 令和７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　経済産業大臣からの評価を受け（右記参照）、理事長の業績給の
額を決定する。その他役員の業績給の額は、経済産業大臣の評価
結果及び役員としての業務に対する業績評価をそれぞれ30％及び
70%の割合で勘案し、右記を準用して理事長が決定する。
　なお、監事については、業績連動は不適当であるためB評価に固
定しており、業績評価は勘案していない。

　③ 役員報酬基準の内容及び令和７年度における改定内容



副理事長

理事

理事

（非常勤）

監事

　役員報酬支給基準は、基本俸給、通勤手当、賞与、業績給から構成されてお
り、役員報酬規程に則り、以下のとおり算出している。
　・基本俸給は月例支給額（983,000円）に地域付加額（196,600円）と業務調整手
当（51,800円）を加算して得た額としている。
　・賞与は、（月例支給額＋地域付加額）×100分の167に、6月に支給する場合に
おいて100分の50、12月に支給する場合において100分の50を乗じ、さらに基準
日以前6カ月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　・業績給は、月例支給額×100分の286×100分の30×経済産業大臣の評価結
果に則した割合（上記②参照）＋月例支給額×100分の286×100分の70×役員
としての業務に対する業績評価割合（上記②に準ずる）により算出した額としてい
る。在職期間に基づき日割り計算をする際は、業績給の額を365で除した額を１日
分としている。
　なお、令和7年度は、人事院勧告において国家公務員指定職の期末・勤勉手当
を増改定および業務の特殊性・困難性の高まりから本府省業務調整手当を支給
する勧告がなされたことを踏まえ、賞与における係数を100分の164から100分の
167へ、業績給における係数を100分の283から100分の286へ変更および職務の
特殊性から業務調整手当を基本俸給に加算した。

　役員報酬支給基準は、基本俸給、通勤手当、賞与、業績給から構成されてお
り、役員報酬規程に則り、以下のとおり算出している。
　・基本俸給は月例支給額（848,000円）に地域付加額（169,600円）と業務調整手
当（51,800円）を加算して得た額としている。
　・賞与は、（月例支給額＋地域付加額）×100分の167に、6月に支給する場合に
おいて100分の50、12月に支給する場合において100分の50を乗じ、さらに基準
日以前6カ月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　・業績給は、月例支給額×100分の286×100分の30×経済産業大臣の評価結
果に則した割合（上記②参照）＋月例支給額×100分の286×100分の70×役員
としての業務に対する業績評価割合（上記②に準ずる）により算出した額としてい
る。在職期間に基づき日割り計算をする際は、業績給の額を365で除した額を１日
分としている。
　なお、令和7年度は、人事院勧告において国家公務員指定職の期末・勤勉手当
を増改定および業務の特殊性・困難性の高まりから本府省業務調整手当を支給
する勧告がなされたことを踏まえ、賞与における係数を100分の164から100分の
167へ、業績給における係数を100分の283から100分の286へ変更および職務の
特殊性から業務調整手当を基本俸給に加算した。

　 役員報酬規程に則り、非常勤役員手当を支給することとしており、非常勤理事
の非常勤役員手当は月額361,000円としているが、該当者はいない。　なお、令和
7年度において、非常勤理事手当の改定は行っていない。

　　役員報酬支給基準は、基本俸給、通勤手当、賞与、業績給から構成されてお
り、役員報酬規程に則り、以下のとおり算出している。
　・基本俸給は月例支給額（769,000円）に地域付加額（153,800円）と業務調整手
当（51,800円）を加算して得た額としている。
　・賞与は、（月例支給額＋地域付加額）×100分の167に、6月に支給する場合に
おいて100分の50、12月に支給する場合において100分の50を乗じ、さらに基準
日以前6カ月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得た額としてい
る。
　・業績給は、月例支給額×100分の286に、評価結果がB評価である場合の割合
（上記②参照）を乗じて得た額としている。在職期間に基づき日割り計算をする際
は、業績給の額を365で除した額を１日分としている。
　なお、令和7年度は、人事院勧告において国家公務員指定職の期末・勤勉手当
を増改定および業務の特殊性・困難性の高まりから本府省業務調整手当を支給
する勧告がなされたことを踏まえ、賞与における係数を100分の164から100分の
167へ、業績給における係数を100分の283から100分の286へ変更および職務の
特殊性から業務調整手当を基本俸給に加算した。



監事

（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
令和7年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

24,099 14,313 7,048 2,738 2,738 （地域付加額） ＊

千円 千円 千円 千円

21,325 12,417 6,549 2,359 2,359 (地域付加額） ◇

千円 千円 千円 千円

9,163 3,599 4,801 763 678 (地域付加額） 2025年7月31日 ※
85 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

9,232 7,198 563 1,471 1,357 (地域付加額） 2025年8月1日 ※
114 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

10,470 5,398 3,976 1,096 1,018 (地域付加額） 2025年9月30日 ◇
78 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

7,305 5,398 849 1,058 1,018 (地域付加額） 2025年10月1日 ◇
40 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

8,089 2,699 4,801 589 509 (地域付加額） 2025年6月30日 ◇
80 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

10,467 8,098 679 1,690 1,526 (地域付加額） 2025年7月1日 ◇
164 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

18,564 10,797 5,651 2,116 2,035 (地域付加額） ※
81 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

10,517 5,398 3,976 1,143 1,017 (地域付加額） 2025年9月30日 ※
126 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

6,824 5,398 302 1,124 1,017 (地域付加額） 2025年10月1日 ※
107 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

18,222 10,797 5,238 2,187 2,035 (地域付加額） ※
152 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,542 9,849 3,677 2,016 1,845 (地域付加額） ※
171 　(通勤手当）

千円 千円 千円 千円

5,045 4,882 0 163 163 　(通勤手当）

注３：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、総額を記入している。

注４：「地域付加額」とは民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給されているものである。

注５：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄

注２：賞与には業績給を含む。

C理事

D理事

E理事

F理事

G理事

H理事

I理事

J理事

A監事

B監事
（非常勤）

注１：報酬（給与）、賞与、その他（内訳）の端数を千円未満切り捨て処理後に総額を表示。

前職
その他（内容）

A理事長

A副理事長

A理事

B理事

　役員報酬規程に則り、非常勤役員手当を支給することとしており、非常勤監事の
非常勤役員手当は日額37,000円としている。

役名
就任・退任の状況



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

理事長

副理事長

理事

理事
（非常勤）

監事

監事
（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　当機構は対日直接投資やスタートアップの海外展開等を通じたイノベーション創
出支援や、農林水産物・食品の輸出促進、中堅・中小企業等の海外展開支援に
取り組むとともに、調査や研究を通じ我が国企業活動や通商政策に貢献すること
が求められる。
　理事長には、当機構を代表して組織を運営する責務に加え、国際機関や国内
外要人との会談・折衝のために必要な知識と経験、語学力や交渉力等の能力、
通商政策や国内外情勢への精通等が求められる。
　報酬水準として国家公務員指定職を考慮している。なお、当機構と同程度の規
模の民間企業の報酬等は以下のとおり。
　令和5年8月に人事院から公表された民間企業における役員報酬調査によると、
企業規模500人以上1000人未満（公表されている最小の企業規模区分）の副社
長の年間報酬額は、34,692千円である。

　令和5年8月に人事院から公表された民間企業における役員報酬調査によると、
企業規模500人以上1000人未満（公表されている最小の企業規模区分）の専務
取締役の年間報酬額は、27,332千円である。

　令和5年8月に人事院から公表された民間企業における役員報酬調査によると、
企業規模500人以上1000人未満（公表されている最小の企業規模区分）の常務
取締役の年間報酬額は、23,073千円である。

　該当者なし

　令和5年8月に人事院から公表された民間企業における役員報酬調査によると、
企業規模500人以上1000人未満（公表されている最小の企業規模区分）の取締
役の年間報酬額は、17,738千円である。

　監事（常勤）の年間報酬額を踏まえ、勤務日数を勘案した報酬水準としている。

　当該機構の役員には、組織を運営する責務に加え、国際機関や国内外要人と
の会談・折衝のために必要な知識と経験、語学力や交渉力等の資質、通商政策
や国内外情勢への精通等が求められており、それに見合った適切な処遇が必要
である。また、役員報酬には、主務大臣の業績評価が反映される制度となってお
り、今回の金額についても、その結果を反映したものであり、適正であると認める。
　当該機構においては、報酬等の支給の基準について、国家公務員・民間企業
の報酬・給与等を考慮するなど、適正確保に向けた取組を行っており、経済産業
省としてもそうした取組を促しつつ、支給水準の適正性について注視していく。



４　役員の退職手当の支給状況（令和7年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：端数を千円未満切り捨て処理後に総額を表示。
注2：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分 判断理由
該当者なし

該当者なし

該当者なし

該当者なし

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

監事

業績給の仕組みについては、上記１．②のとおり。

副理事長

理事A

監事

理事長

副理事長

理事A

理事長

法人での在職期間

５２８ ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）５ １１人 ９人 (人)



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和7年度における主な改定内容

　・国家公務員の給与改定の動向を踏まえ、3月に本俸を4月に遡って引上げた（平均改定率
3.3％）。
 ・賞与の支給係数を0.05ヵ月引上げた（年4.6ヵ月→4.65ヵ月）。
 ・人勧による国家公務員の本府省業務調整手当見直しを踏まえて、本部・アジ研（事務職）管理
職の職責手当を区分に応じて3万円～4万5千円の範囲で支給額を引上げた。自動車等使用者に
対する通勤手当に関して距離区分について200円から7,100円までの幅で引上げた。地域手当の
見直しを踏まえ特別都市手当の支給割合を見直し（令和６年度９％、６％、４％、０％→令和8年度
６％、２％）、ただし令和7年度は経過措置として引下げ・引上げは最大1ポイントまで。
 ・配偶者にかかる扶養手当を令和７年度は3,000円に引下げ、令和8年度に廃止。また子につい
ては令和７は11,500円、令和８年度13,000円と段階的に引上げ。
 ・新人事制度の導入により、職責手当を貿易情報センター所長（＋10,000円）、同所長代理（＋
25,000円）、所員（＋10,000円）、地域本部長補佐（新設、30,000円）、部長級（＋5,000円）、主査
級（-30,000円）の役割に応じて見直した。また、マルチプロフェッショナル（MP）勤務地限定職には
事由に応じて13％までの減額調整係数を導入した。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　職員の自律的・継続的なキャリア開発や自己成長を目指す人事評価制度により、職員の役割に
もとづく個人業績評価および組織の目的、使命、価値観（VMVs）に基づく等級ごとの行動評価を
処遇に反映するとともに、人事院勧告等を参考に、社会一般の情勢に適合した給与水準となるよ
う努める。
　職員の給与水準を検討するにあたり、厚生労働省が実施している「賃金構造基本統計調査」を
参考としている。当機構は商社やシンクタンクなどと人材確保の点で競合するが、令和6年の同調
査によれば、商社を含む中分類「各種商品卸売業」、シンクタンクを含む中分類「学術・開発研究
機関」に該当する民間企業（いずれも10人以上の企業計）の年間平均給与は、それぞれ11,927千
円（大学卒）、8,529千円（大学院卒）となっている。なお、当機構の年間平均給与（事務・技術、研
究、プロモーション職の平均）は8,708千円である。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　管理職及び非管理職の個人業績の評価結果を、賞与の「業績給」部分に反映させている。
　　＜賞与における個人業績反映部分の割合＞
　　　　　事務職・研究職　　：　管理職　50％、　非管理職　40％
　　　　　プロモーション職　：　管理職　90％、　非管理職　80％

　また、「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年9月2日総務大臣決定）において、法人評
価結果を役職員の処遇等に活用すること等についても留意することが示されたのを踏まえ、平成
27年度評価の反映分から、法人業績評価結果も業績給部分に反映させている。

　独立行政法人日本貿易振興機構職員給与規程に則り、本俸、扶養手当、職責手当、超過勤務
手当、特別都市手当、広域異動手当、住居手当、寒冷地手当、通勤手当、単身赴任手当、賞与と
している。
　賞与については、固定部分と業績給の部分からなる（支給：6月、12月）。賞与の固定部分の額
は、それぞれの基準日現在における本俸、扶養手当、特別都市手当、広域異動手当の月額の合
計額を基礎額として、支給係数のうち固定部分の割合を乗じた額に、基準日以前６ヵ月間におけ
るその者の在職期間の区分に応じて、別に定める割合を乗じて得た額とする。

　業績給の額は、それぞれの基準日現在における本俸、特別都市手当、広域異動手当の月額の
合計額を基礎額として、業績給の割合を乗じた額に、基準日以前におけるその者の勤務期間の
区分に応じて別に定める割合を乗じて得た額に、支給係数のうち職員各人の業績評価に応じて
0.8から1.2の間の評価係数を乗じた額に、法人の業績評価に応じて0.9から1.1の間の評価係数
（ただし6月に支給する業績給の法人評価係数は1.0とする）を乗じた額とする。

　日本食品海外プロモーションセンターの事業を推進するため、令和元年度よりプロモーション職
にカテゴリー・マネージャーの職務を新設し、賞与に別に定める調整係数を適用して、高度な専門
能力を発揮し成果を上げた場合に、相応の民間レベルの給与を支給することとした。



２　職員給与の支給状況
　①　常勤職員の数

注：常勤の在外職員、任期付職員及び再雇用職員（再任用職員）を含む全ての常勤職員の総数

　②　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

629 43.8 8,708 6,338 160 2,370
人 歳 千円 千円 千円 千円

545 42.8 8,553 6,237 162 2,316
人 歳 千円 千円 千円 千円

80 50.4 9,661 6,945 147 2,716
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 45.0 10,756 7,899 135 2,857

人 歳 千円 千円 千円 千円

186 44.7 18,210 16,398 0 1,812

人 歳 千円 千円 千円 千円

149 59.2 5,200 3,799 197 1,401
人 歳 千円 千円 千円 千円

149 59.2 5,200 3,799 197 1,401
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。

注2：「年間給与額」は、時間外手当を除く給与の額
注3：非常勤職員については、該当者がいないため記入欄を省略。

注5：「プロモーション職」とは、農林水産物・食品の海外プロモーションに関する専門的業務を行う職種を指す。

注4：医療職種（病院医師及び病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）の各職種は該当者がいない
    ため記入欄を省略。

注6：任期付職員（年俸制適用者）及び再雇用職員の事務・技術職については、該当者が２名以下のため、当該
　　　個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、全体の数値からも除外している。

事務・技術

任期付職員
（年俸制）

研究職

プロモーション職

再雇用職員

事務・技術

任期付職員
（年俸制適用者を除く）

全常勤職員（令和８年４月１日時点）：　1,980　人

うち同一の職種等により通年で給与が支給された職員（対象常勤職員）：　966　人

区分 人員 平均年齢
令和７年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

研究職種

プロモーション職

在外職員



③

注1：①の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：任期付職員を含む。また、研究職員には年俸制適用者を含む。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員及び再雇用職員を除く。以下、⑤まで
同じ。〕

注3：研究職員の40‐43歳（除く28‐31歳）までの階層は該当者が4名以下のため　第1・第3四分位折れ線を表
示 していない。
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④

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

代表的職位

　・本部部長 23 54.8 13,145 14,638～ 11,720

　・地方部長 9 56.6 12,785 13,553～ 11,773

　・本部課長 91 52.7 11,891 13,440～ 9,861

　・地方課長 58 53.5 11,384 13,615～ 8,143

　・本部課長補佐 91 43.5 8,329 9,935～ 6,594

　・地方課長補佐 27 47.5 8,381 10,117～ 6,459

　・本部係員 245 42.2 5,570 13,577～ 4,632

　・地方係員 141 46.1 5,344 12,309～ 4,232

（研究職員）

平均
人 歳 千円

代表的職位

　・研究部長 10 59.5 11,919 13,200～ 8,474

　・研究課長 27 53.0 10,694 11,902～ 8,656

　・研究員 41 47.8 8,349 12,646～ 5,714

⑤

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

50.3 49.0 49.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 49.7 51.0 50.3

％ ％ ％

         最高～最低 52.4～38.3 53.6～39.4 53.0～38.9

％ ％ ％

70.7 69.5 70.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 29.3 30.5 29.9

％ ％ ％

         最高～最低 50.0 ～0 51.2～0 50.6～0

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51.8 50.4 51.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.2 49.6 48.9

％ ％ ％

         最高～最低 51.8～38.4 53.0～39.5 52.4～39.0

％ ％ ％

59.2 57.7 58.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.8 42.3 41.6

％ ％ ％

         最高～最低 50.0～0 51.2～0 50.6～0

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

賞与（令和７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

２人 ５人 ９人



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案 111.2

・年齢・地域勘案 103.6

・年齢・学歴勘案 108.2

・年齢・地域・学歴勘案 101.4

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】90 ％
（国からの財政支出額　753億円、支出予算の総額　830億円：令和7年度）
【累積欠損額　0円（令和7年度決算）】
【管理職の割合】　31.2%　（常勤職員580人中181人）
【大卒以上の高学歴者の割合】　93.6%　（常勤職員580人中543人）
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　31.1%】
（支出総額548億円、給与・報酬等支給総額170億円：令和7年度決算）					

（法人の検証結果）
　当機構は、語学力や専門性の高い優れた人材を登用する必要があり大
卒以上の高学歴者の割合が高いこと、在職地域が都市部に集中している
ことなどの要因により、対国家公務員指数（年齢勘案）が高くなる傾向にあ
る。
　給与水準の適正化に向けて、一般事務等を行う常勤嘱託員の採用など
雇用形態の多様化を通じた職員構成の見直しを行ってきたところ、対国家
公務員指数（年齢・地域・学歴勘案）は平成26年度以降99～101ポイント台
で推移してきた。令和7年度には101.4となり、給与水準は概ね妥当であると
考える。

（主務大臣の検証結果）
　当該機構の事務・技術職員の対国家公務員指数は高くなっているが、当
該機構の業務を遂行するためには、高い語学力、海外での交渉に必要とさ
れる異文化への高い順応性、国際情勢への精通、貿易投資に関する高度
な知識が必要となるなど、専門性の高い優れた人材を登用する必要がある
等に鑑みるとやむを得ない面もある。引き続き、常勤嘱託職員の採用によ
る雇用形態の多様化等の取組を進めていく必要があると考える。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　令和7年度のラスパイレス指数（年齢・地域・学歴勘案）は、101.4となっ
た。対国家公務員指数（年齢勘案）が111.2と国家公務員の水準に比べて
高くなっているのは、大卒者の割合が高いこと、在職地域が本部（東京）等
の都市部に集中していることが主因となっている。
　本部勤務の割合が約７割と高いことに加え、地方において増加する海外
展開支援事業に必要な体制強化のため、50にのぼる国内拠点に人員を配
置しており、その人員の大半が本部から異動して勤務し、国の制度を準用
した異動保障制度の対象となっている。

講ずる措置
中期計画に掲げる業務遂行のため、雇用形態の多様化、効率的かつ効果
的な人員配置に引き続き取り組んでいく。



○研究職員

・年齢勘案 94.6

・年齢・地域勘案 92.8

・年齢・学歴勘案 94.4

・年齢・地域・学歴勘案 91.0

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
　対国家公務員指数（年齢勘案）は94.6、年齢・地域・学歴勘案でも91.0と
100を下回っており、給与水準は妥当であると考える。

（主務大臣の検証結果）
　当該機構の研究職員の対国家公務員指数はいずれも100を下回ってい
ることから、給与水準は適正であると考える。

※令和７年４月に国家公務員の地域手当制度が見直され級地区分数及び級地（支給割合）が改正され
たところ、各指数に関して、国家公務員の給与の額については経過措置終了後の地域手当の支給割合
による推計値を用いており、地域勘案（年齢・地域勘案及び年齢・地域・学歴勘案）に用いる国家公務員
の地域手当の級地区分も同様に経過措置終了後のものによっている。

○比較対象職員の状況
　・事務・技術職員
　　①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の545人及び任期付職員欄の149人　計694人
　　694人の平均年齢46.3歳、平均年間給与額7,833千円
　　（*694人のうち114人は60歳以上のため、実際の比較対象者は580人）
　・研究職員
　　①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の80人
　　80人の平均年齢50.4歳、平均年間給与額9,661千円

(扶養親族がいない場合）

○22歳（大卒初任給）
　　月額　257,000円、　年間給与　3,860,783円
○35歳（本部課員）
　　月額　395,808円、　年間給与　6,682,228円
○50歳（本部課長）
　　月額　706,572円、　年間給与　11,783,616円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者3,000円、子1人につき11,500円）を
支給。

上記１．②のとおり。
職員の個人業績評価結果及び法人業績評価結果を、賞与の「業績給」部分に反映
させている。



Ⅲ　総人件費について

令和5年度 令和6年度 令和7年度

千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

給与、報酬等支給総額
15,062,238 16,200,595 17,080,726

区　　分

退職手当支給額
621,561 388,580 410,688

非常勤役職員等給与
3,187,851 3,366,464 3,667,585

注１：中期目標期間の開始年度分から当該年度分までを記載している。
注2：財務諸表の付属明細書における「役員及び職員の給与の明細」については、通勤手当が
含まれていないため、本表とは一致しない。

「給与、報酬等支給総額」対前年度比：105%
　・職員数の増加
　・国家公務員の給与改定の動向を踏まえた本俸、諸手当、賞与支給係数の引き上げ
　・外務公務員の在勤基本手当額を参考とした在勤基本手当の引き上げ
　・海外労務費の増（為替の影響等）　等による。
「退職手当支給額」対前年度比：106％
　・定年退職者数の増　等による。
「非常勤役職員等給与」対前年度比：109%
　・プロジェクト実施のための業務委託費（派遣）の増加　等による。
「福利厚生費」対前年度比：104%
　・給与、報酬等支給総額等の増加に連動した社会保険料の増加
　・社会保険料率の引き上げ　等による。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月27日閣議決定）を踏まえ、役職
員の退職手当について以下の措置を講じている。
・役員
国家公務員の退職手当調整率の改正 （87/100 →83.7/100 ）に準じて、平成30年1月1日以降
退任する役員の退職手当にかかる支給係数を 10.875/100 （＝ 12.5× 87/100 ）から 10.4625
（＝ 12.5 ×83.7/100 ）に変更した。
・職員
国家公務員の退職手当調整率の改正（87/100→83.7/100）に準じて、平成30年３月23日以降
退職する職員の退職手当の調整率を100分の87から100分の83.7に変更した。

　常勤職員（事務・技術職、研究職及びプロモーション職）の定年年齢は60歳であったのを、令
和7年3月31日から令和9年3月31日までの間は62歳、令和9年4月1日から令和11年3月31日ま
での間は63歳、令和11年4月1日から令和13年3月31日までの間は64歳、令和13年4月1日以
降 は65歳に引き上げた。

　定年年齢の引上げに伴い、常勤職員（事務・技術職、研究職及びプロモーション職）につい
ては、60歳に達する年度の末日の翌日までに原則として管理監督の地位より降職することとす
るほか、61歳に達する年度以降の給与水準を当分の間60歳に達する年度の７割程度とすること
とした。

該当なし

福利厚生費
2,908,300 3,078,528 3,200,440

最広義人件費
21,779,952 23,034,169 24,359,440


